
 

 

 

 

2026年８月 25日 

各 位 

会 社 名 ビ ー プ ラ ッ ツ 株 式 会 社 

代 表 者 名 代表取締役社長 藤 田 健 治 

（コード番号：4381 東証グロース） 

問 合 せ 先 取締役副社 長 伊 藤 淳 一 

（ TEL. 03-6262-9427） 

 

 

主要株主の異動に関するお知らせ 

 

 

以下のとおり当社の主要株主に異動がありましたので、お知らせいたします。 

 

１．異動が生じた経緯 

 GP上場企業出資投資事業有限責任組合は、2026年８月 14日付の大量保有報告書（変更報告書）にて、第７

回新株予約権の行使により主要株主に異動いたしました。その後、2026 年８月 18 日付の同報告にて、当社株

式を一部処分したことにより主要株主でなくなりましたが、2026 年８月 21 日付の同報告にて、第７回新株予

約権の行使により再び主要株主に異動いたしました。 

なお、本異動につきましては、報告書が提出された 2026年８月 14日以降に遅延なく開示すべきでしたが、

８月 24日にその事実を認識したため、今般開示するものであります。 

 

２．異動した株主の概要 

（１） 名 称 GP上場企業出資投資事業有限責任組合 

（２） 所 在 地 東京都目黒区自由が丘 2-16-12 RJ3 

（３） 異 動 日 

2026年８月７日（主要株主になった日） 

2026年８月 13日（主要株主でなくなった日） 

2026年８月 17日（主要株主になった日） 

（４） 代表者の役職・氏名 

組合員 古川 徳厚 

組合員 グロースパートナーズ株式会社 

    職務執行者 古川 徳厚 

（５） 事 業 内 容 投資業務等 

 

３．異動前後における当該株主の所有する議決権の数（所有株式数）及び総株主の議決権の数に対する割合 

 
議決権の数 

（所有株式数） 

総株主の議決権の 

数に対する割合 
大株主順位 

異  動  前 

（2026年３月 31日時点） 

2,010個 

（201,000株） 
6.91％ 第２位 

異  動  後 

（2026年８月７日時点） 

（主要株主への異動） 

4,196個 

（419,600株） 
11.47％ 第２位 



異  動  後 

（2026年８月 13日時点） 

（主要株主からの異動） 

3,095個 

（309,500株） 
8.21％ 第２位 

異  動  後 

（2026年８月 17日時点） 

（主要株主への異動） 

4,196個 

（419,600株） 
10.57％ 第２位 

（注）１．GP上場企業投資事業有限責任組合の組合員であるグロースパートナーズ株式会社と古川徳厚氏は

共同保有者として大量保有報告書（変更報告書）を提出しているため、議決権の数及び所有株式

数は合算しております。 

２．異動前の「総株主の議決権の数に対する割合」は、2026年３月 31日時点の発行済株式総数から同

日時点の議決権を有しない株式数を控除した総株主の議決権の数（29,060 個）に対する割合を算

出しております。 

３．2026年８月７日時点の「総株主の議決権の数に対する割合」は、2026年３月 31日現在の発行済株

式総数から同日時点の議決権を有しない株式数を控除した総株主の議決権の数（29,060 個）に第

６回新株予約権の行使、第７回新株予約権の行使及び譲渡制限付株式の発行に伴う普通株式の増加

数 750,099株（議決権数 7,500個）を加算した 3,656,099株（議決権数 36,560個）を基準として

計算しております。 

４．2026年８月 13日時点の「総株主の議決権の数に対する割合」は、2026年８月７日時点の発行済株

式数に第７回新株予約権の行使に伴う普通株式増加数 109,900株（議決権数 1,099個）を加算した

3,765,999株（議決権数 37,659個）を基準として計算しております。 

５．2026年８月 17日時点の「総株主の議決権の数に対する割合」は、2026年８月 13日時点の発行済

株式数に第７回新株予約権の行使に伴う普通株式増加数 202,500株（議決権数 2,025個）を加算し

た 3,968,499株（議決権数 39,684個）を基準として計算しております。 

６．「総株主の議決権の数に対する割合」は、小数点以下第３位を切捨てしております。 

７．異動後の大株主順位については、2026年３月 31日時点の株主名簿を基準として、当社が推定した

ものを記載しております。 

 

４．今後の見通し 

 本異動は、大量保有報告書（変更報告書）に基づくものであり、今後の見通しについて、特に記載する事項

はありません。 

 

以 上 


